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　　　1　序
　現代の大企業における本質的動向の一つに，多国籍化への傾向を挙げることができるの
であり，現代の代表的な企業は多国籍企業であるといってもよい。その経営環境が主とし
て一つの国民経済の内部に限定されるような企業と異なって多国籍企業は，複数の同質あ
るいは異質の国民経済の中で活動しそれらに影響を及ぼしており，ここからそれはさまざ
まな社会的責任問題に直面することになる。本稿では，多国籍企業が対応を必要とする社
会的責任問題の概要およびそのような問題への対処の方法について簡単に考察することに
する。
　今日，わが国企業による東南アジア諸国への直接投資の増大につれ現地からの日本企業
　　　　　　　　　　1）
批判もまた増大しているが，東南アジア諸国という新しい経営環境にわが国企業が適応す
るためには，それは多国籍企業の社会的責任の概要への理解を不可欠とするであろう。
注1）例えば週刊東洋経済編「資本主義の危機（過刊東洋経済臨時増刊）」，昭和50年におけるティ
　　ーラビットの指摘（K：hien　Theeravit，“The　Futllre　of　Japanese　Economy　and　Asian
　　Econorny”）o
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2　多国籍企業の概念
　多国籍企業なる名称は一般に英語のMultinational　CorporationあるいはMultina－
tional　Enterpriseの訳であるが，　Multinationa1に類する用語として『Internationa1，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1）
Transnationa1，　Supranationa1，　Globa1，　Cosmo，　Worldなる言葉も用られており，多
国籍企業はこれらのさまざまな用語を包摂する概念である。このように，いわゆる多国籍
企業がなにを意味するかは論者によってまちまちである。
　それにも拘わらず，多国籍企業あるいはそれに類する用語の使用者が念頭に置くもの
は，複数の国において固定資産をもち事業を営んでいるような企業であって，されば，こ
こではひとまず，複数の国において直接投資を行なっている企業として，多国籍企業を定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2）
義しうるであろう。この点について，例えばジャコビイは，多国籍企業をつぎのように定
義する。　「多国籍会社（Multinational　Corporation）は，二つもしくはそれ以上の国で
事業所（business）を所有し管理する。それは外国への直接的な一ポートフォリオでは
なく一投資の機関であり，基礎的な物的資産に基づく証券をよりは，むしろそのような
　　　　　　　　　3）
資産を保有し管理する。」
　しかしながら，このような多国籍企業はその内容においてさまざまでありうる。多国籍
企業といっても，国内的企業とさして変わらないものから，特定の国に企業が属さず世界
企業ないし地球企業といえるようなものまで，種々のものを考えうるのであって，つぎ
に，この点について触れることにする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4）
　企業が多国籍化に到る過程はジャコビイによると，多くの場合，つぎのようである。
　第一段階：製品の輸出
　第二段階：国外での販売部門設置
　第三段階：外国企業への特許・ノウハウの譲渡とそこでの自社製品の製造・販売
　第四段階＝国外での工場建設
　第五段階：トップからロワーまでのすべての経営者の多国籍化
　第六段階：株式所有の多国籍化
　この場合，ジャコビイのいう第四段階までに企業は多国籍企業となるとみてよいが，か
かる段階に到ると，その外国関連の子会社や支店を統轄するための国際事業部が設けられ
るとともに，やがて，そのような国際事業部は，親会社とは別に国際本部会社として組織
され，国際本部会社は更には国外に移されたりもする。ここまでの過程では親会社の意識
にあっては，本国と外国という区別が存するが，更に進むと，本国といえども親会社にと
って一つの活動領域に過ぎず，親会社は各地域の企業の統合的な管理を担当するという段
階に到る。この段階では企業は，世界の各地域を等しくその販売，製造，資本調達，研究
開発，等の活動のための候補地とみ，それぞれの活動にとり最も有利な地点において拠点
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5）
を設定するのであって，その経営政策は全世界的な視野に立って行なわれることになる。
企業の多国籍化と社会的責任 103
　このように企業が全世界的な視点で経営を行なうようになるとき，その経営組織は国内
的企業がとるところの事業部制組織の世界的規模での展開として発現することになる傾向
にある。具体的には，それは職能的な組織構造（そこにあっては，例えば製造担当副社長
は各国の工場を総轄する），地域別の組織構造（例えばヨーロッパ担当の副社長はヨーロッ
パにおける財務・生産・販売，等のすべてを総轄する），あるいは製品別の組織構造（例
えば，A製品グループの担当責任者はそれの生産から販売までのすべてを世界的規模で総
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6）
轄する）のいずれかを中心に形成されることになる。
　そして，もし企業がその本社をもその世界的な経営政策の観点からみて最も好都合な場
所に定めるというような段階にまで達するならば，そしてジャコビイの挙げる多国籍企業
展開の第五・第六の段階，つまり経営者および所有権における脱本国化ないし世界化が展
開されるならば，企業の多国籍化はその進化の頂点に達することになるであろう。
　以上のように，発展段階的に眺めるとき多国籍企業は，国際事業部をもつもの，国際本
部会社をもつもの，全世界的な視野から経営活動を行なうもの，国籍を離脱してしまうも
のといったものに分類されうることになる。現実に存在する多国籍企業の大部分は最初の
二つの範疇に入り，全世界的な視野に立つものは極く少数であって，最後の自国取的企業
は現状では理念型として存在するとみるのが適切であろう。
注1）多国籍企業についての用語を整理したものとしては，例えばUnited　Nation，　Multinational
　　Corporations　in　World　Development，1973，　p，4．
　2）　Neil　H．　Jacoby，　Corporate　Power　and　Social　Responsibility：ABlueprint　for
　　the　Future，1973（経団連事務局訳「自由企業と社会」，昭和50年）．
　3）　N．H．　Jacoby，　oP．　cit．，P．95．
　4）　Ibid．，P．95．
　5）E．J．　Kolde，　International　Business　Enterprise，1968（山田，野村訳「多国籍企業の
　　経営学」，昭和48年）．Richter，　Goodear工and　Others，工nternational　Trade　Hand－
　　book，］．963．
　6）　S。H．　Robock．　and　K：。　Simmond，　International　Business　and　MultinationaI
　　EnterPrise，1973，　p．435　ff．．
3　多国籍企業の根源と影響
　（1）多国籍化の根源
　多国籍企業は，17・8世紀の英国，オランダ，フランスの大貿易会社にその先駆を見出す
ことができるが，本格的な多国籍企業の出現は，19世紀，とりわけ今世紀に入ってからで
ある。19世紀に入ると英国企業はインドをはじめとする大英帝国内の諸領土に，また，フ
ランス，オランダ等の企業もそれぞれの国家の植民地に工業投資を行なうようになった
が，自国の領土外への企業による直接投資は少なかった。しかしながら，20世紀初頭には
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米，英の大石油会社や大鉱山会社が鉱物資源を他国に求めて多国籍化し，また，ミシン製
造，清涼飲料，電機，化学等の領域でも米国やヨーロッパの企業は多国籍化した。多国籍
企業による直接投資は，第一次大戦後の貿易障壁の増大や自動車産業の興隆，等により更
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1）
に拡大した。今日，多国籍企業は世界的に普遍化の傾向にある。
　ところで，外国への直接投資は製品輸出に代わって行なわれることが多いが，なぜ企業
は管理が厄介でありリスクも大である直接投資を行なうのであろうか。多国籍化の動機と
してはさまざまのものが挙げられるのであって，ジャコビイはそのような動機として米国
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2）
企業の場合を中心につぎのものを列挙している。
　輸出障壁。多くの国が工業製品への輸入障壁を設け，国内企業及び外国企業による自国
の工業化に努める。
　現地の需要への製品のより効果的適合。現地での生産はこのことを可能にし，より多く
の利益をもたらす。
　より大きな自由貿易地域の創造。欧州経済共同体EECの出現は，大規模市場の下での
有利な投資機会をもたらし，またEEC加盟国も外国企業の誘致を行なう。
　独占禁止法と激しい競争。国内での企業成長動因を制限し，国外の投資機会に企業の目
を向けきせる。
　経営科学の発展。
　先進国の政治的安定性と経済力とへの信頼の増大。
　総収益の成長の安定化のための，会社活動の地域的多様化。
　多くの国での技術開発情況の把握。
　運転資金の有利な調達。
　余剰資金の企業間移動による，借入コストの最少化と為替レートの変化の利用。
　また，ハナーは直接投資や輸出の如き企業の国外活動の動機づけについて示している
が，それによると，原材料や部品の供給国への進出や安い労働力の供給国への進出，およ
び製品の輸出活動は，製造面での基本的な必要によって動機づけられたものであり，製品
の輸出，合併や買収，新市場への投資，技術力等のセールス，余分な資源の利用，といっ
た形での国外活動は直接的な利益獲得機会の存在によって動機づけられたものである。ま
た，外国政府への義務の遂行といった国外活動は自国政府との契約によって動機づけられ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3）
たものである。このようにかれは三つの動機づけを示すのである。
　更には，多国籍企業の形成の要因として，税対策面の動機を挙げることもできる。スイ
スの如きタックス・ハーベンに本社を設けることにより，法人税の支払が少くて済むので
　4）
ある。
　いずれにしても，企業は利潤をはじあとする複数の目標の達成を求めて製造，販売，財
務，労務その他の機能的活動の領域を世界化してきたのであり，多国籍化の根源について
の上述のさまざまな説明が示すように，企業の多国籍化は現代の企業の必然的な動向とみ
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ることができるのである。
　（2）多国籍企業の社会的影響
　多国籍企業はその進出先の国々に対して，またその本国に対してもさまざまな影響を及
ぼしうるのであり，国家の利益と多国籍企業のそれが両立しうるかをめぐり種々の議論が
生ずることになる。
　　　　　5）
　エイトケンはバーマン（Jack　N．Behrman）の所説を引きつつ，多国籍企業がその進出
先の国に対して及ぼす好ましい影響として，資本の投下および輸出向製品の生産を通じて
の進出国の外貨蓄積への貢献，工業的技術および経営技術の導入と伝幡，経済の発展，競
争的刺激の導入による現地企業の刺激，といったものを挙げる一方，多国籍企業は外国企
業による産業支配，現地政府の経済政策の妨害，等の形で好ましくない影響をももちうる
　　　　　　　　　　　　　　　　6）
という批判が存在することを指摘する。また，資本の国外流出による本国の国際収支への
悪影響や本国における雇用の減少といった面で多国籍企業への批判がなされる場合も存在
　7）
する。
　いずれにしても多国籍企業の存在が，とりわけその進出先の国に経済，政治，文化，社
会の面で大きな影響を及ぼしえ，また及ぼしていることは明らかである。例えば，低開発
国への企業進出による経済開発は，所得や富の配分に変化をもたらし，社会の各層間の経
済的な力関係に変化を与え，政治的緊張をもたらしうるし，また，食品，電器製品，自動
車，広告，等を通じて多国籍企業は文化に影響を及ぼす。更に，文化の基礎となる価値体
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8）
系，社会の行動様式，等もまた多国籍企業の進出により影響を受けることになろう。
　ところで，多国籍企業はその進出先の国々の経済，政治，文化，社会に対して上述のよ
うな影響を及ぼしうるに止まらず，そのような影響の結果は，ジャコビイの指摘するよう
に幾つかの超国家組織の展開を，そして更には世界的規模での秩序の出現をもたらしうる
かも知れないのである。すなわち，多国籍企業の出現は，ユーロダラー市場の如き，国際
的な広がりをもつ金融市場を出現せしめてきているし，労働組合の多国籍化を助長しつつ
　9）
ある。また，多国籍企業が特定国家における規制を逃れて他の国に向うことを抑制するた
めに国家は，他の国々との間で法その他の統一を計るかも知れない。更に，多国籍企業の
発展によって国家間でのひとびとの交流や文化的交流は増大し，国家間の相互理解は更に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　10）
深まるであろう。この意味では，イールズもいうように，多国籍企業は安定的文明と世界
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11）
秩序との維持にとり不可欠なものであるかもしれないのである。
注1）：N．H．　Jacoby，　op．cit．，PP．96～8．
　2）　Ibid．，PP．100～ユ．
　3）F。T．　B：aner，　Mωtinational　Management，1973，　P．16．
　4）経済同友会編「多元化時代と企業経営」，昭和47年，p・113．
　5）Thomas　Aitken，　The　Multinational　Man，1975（佐藤允一ほか訳「多国籍企業のビジネ
　　スマン」，昭和50年）・
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6）　同訳書，249頁以下。
7）　N．H．　Jacoby，　oP，　cit．，PP．110～1．
8）　Ibid．，P．　IO2　ff．．
g）　Ibid．，pp．117～8．
10）　Richard　Ee11s，　Global　Corporations，1972，　Chapter　8．
11）　N．H．　Jacoby，　oP．cit．，　P．261～2．
4　多国籍企業の社会的責任一ウォルターの所説を中心に一
　多国籍企業はこのようにさまざまな影響をもつが，企業におけるこのような影響の存在
は当然のことながら社会の側からの企業への反作用を招来することになる。すなわち，企
業は社会的責任の履行を要求する声に直面することになる。企業環境が多国籍化すると
き，それが対応を迫られるところの社会的責任問題は多様化し複雑化する。
　今日の多国籍企業はさまざまな国々で活動しており，それらの国々は先進工業国はそれ
なりに，また低開発国はそれなりに，それぞれの要求を企業に対して提示している。企業
はそれらの要求を認識し要求への対応を考えざるをえないが，多国籍企業が直面するその
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1）
ような社会的責任問題のリストがウォルターによって簡潔に示されており，本節ではかれ
の説明を追いつつ，多国籍企業における社会的責任問題を把握することにしよう。
　ウォルターは，多国籍企業と環境との間のコンフリクトに対処するための企業行動とし
て三種のパターンが考えられうるのであり，企業は特定のコンフリクト状況に応じ，適宜
いずれかの行動パターンに依って問題を処理することが適切であるとみる。かれによる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2）
と，そのような三種の行動形態はつぎのようである。
（1）服従指向的行動（Compliance－oriented　behavior）。正しく形成された公共当局が
課す規制への厳格な服従を含むが，行動のガイドラインについての企業による提唱的役割
を除外するものではない。
（2）選択的自発主義（Selective　voluntarism）。特定の社会的責任問題に標的を合わせ
た基本的な会社政策の展開を要請する。
（3）回避指向的行動（Avoidance－oriented　behavior）。多国籍企業の機能と構造に固有の
コンフリクトを含むか，あるいは，重要な国内，国際問題に関する知覚と政策について
　　　　　　　　　　　　　　　　　2）
の，政府間ならびに社会間の相違を含む。
　そして，ウォルターは，多国籍企業の行動をめぐってその社会的責任が社会的に論議さ
れるところの問題領域を，上記の三つの範躊に分けつつ，以下のような形で具体的な社会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　3）
的責任問題の指摘と検討を試みるのである。
　（1）服従指向的行動
　実質的な自発主義を伴うことなく法的ならびに行政的規制と市場のルールとに厳格に従
うことは，多くのコンフリクト状況で意味があるようにみえる。社会的に無責任であると
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いう主張が提起されているが，解決：策は大いに国家的規制の適切な構造のうちに存在する
であろう。
　　一金融市場の不安定性一
　多国籍企業に対する批判の一つ一とりわけ1970年代初；期になされた一は，外国為替
と短期資金の市場でのその活動を含む。すなわち，多様な通貨で運転資本をもつ多国籍企
業はグループとして，国際金融機構の不安定化要因であるとされる。つまり，弱いと考え
る通貨に短期的立場を，強いと考える通貨に長期的立場をとることでそれは交換率に変化
を引き起しえ，かくて，それは外国為替市場における変動と不確実性との増大，ヘッジの
コストの増大，および国際貿易投資の秩序ある流れの阻害をもたらしうるとされるのであ
る。
　しかるに，多国籍企業の経営者が交換率に関する期待に基づいてその国際通貨管理を行
なうことは疑いないが，しかしながら，かれらはむしろ損失回避を求めて消極的に行動す
るようにみえる。また，短期的な国際資金移動は個人，小国政府，産油国によっても引き
起こされるのであり，更には，現今の変動為替相場制度の下では，国際金融市場の短；期的
不安定性はさほど実現されていないのである。
　かくて，多国籍企業の行動のこの局面が社会的責任に大いに反しているとは，結論し難
い。企業はルールに従ってプレイしており，紛争が生ずる行動はゲームのルールの不足の
問題である。外国為替に関する企業行動を国民経済ならびに国際経済の要請に揃えさせる
ことは，政府間協定の問題であって，多国籍的通貨の最適管理以外の政策を企業が採用す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4）
べきことを示唆すべき理由は，殆んどないように思われる。
　　一税の回避一
　課税の国際的差異と税法の非一貫性の結果，税の回避のための機会が多国籍企業にとり
かなりに存在していると主張される。たしかに，企業は世界的規模でのその税負担の最小
化のたあに，公然と，もしくは振替価格，企業間での特許料支払，等の形でその資金を，
税の低い国に移転することが可能であり，また，そうする傾向にある。
　税の領域での社会的責任はすべての法と現制への服従と各国で普遍的な税道徳への順応
とを含むが，課税の領域ではとりわけ国際的レベルでは基準の対立が存在しており，かく
て，税回避の問題の多くは政府間協定とその相互的強制を必要とするであろう。国際的協
定は望ましく，かつ不可避的であるようにみえ，会社はそれに備えねばならないが，しか
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5）
しながら，会社が社会的責任の問題としてそれに先回りする必要はないのである・
　　一有利な競争条件一
　多国籍企業は進出国の政府を誘って不当に有利な，および，もしくは地場の企業に適用
されるものよりも有利な政策を遂行せしめることができると主張される。そのような政策
とは，企業のエントリイの際には例えば，政府の補助金と貸付，免税；期間，輸入の免税・
賃率の上限設定，収益送金の保障，といったものである。極端な場合，企業は低労務費の
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輸出基地を求あて，同時に幾つかの国と交渉し，企業にとって不当に良く，進出国にとり
悪いような結果をえるかもしれない。
　しかしながら，企業が一度コミットしてしまうと，通常，進出国側が相対的に有利とな
るのであって，過度に寛大な進出条項は後になって悪意の雰囲気を創り出しそれは企業に
影響を及ぼすかもしれない。厳しい交渉は社会的に無責任たることを意味はしないが，企
業は，短期的見地から最大の譲歩を強要することが賢明かどうかを自身で決めねばならな
6）
い。
　　一競　　　争一
　多国籍企業は，管理，マーケティング，製品の品質，資金力といった面での優秀さによ
って，或いは競合的輸入品に関する保護協定，等によって地：場企業を圧倒して進出国市場
における競争を減少せしめ，進出国の生産効率と経済的厚生を損うという非難がしばしば
なされる。
　しかしながら，競争の程度は企業の数のみによってはいいえないのであり，輸入競争が
活発であるときは，とりわけそうである。また，反トラスト法の強制も強くなっている。
逆に，多国籍企業は進出国の市場で過剰競争を創り出しているという非難もまた存在す
る。競争関係は主として会社の自由意志の範囲外にあり，公的政策の領域に属するのであ
7）
る。
　　一労働の基盤iの浸食一
　多国籍企業は，：賃金，福利費，労働条件その他の面で好条件を提示することにより地場
の優れた労働力を集めることで地場企業の競争力を弱めて，産業の外国支配と国民経済の
外部依存との増大を，ならびに地場の人的資源と企業との発展の阻害をもたらすと論議さ
れる。
　しかしながら，多国籍企業のあるものは進出国では殆んど雇用を行わないし，また，多
国籍企業による労働者の訓練が労働の質を高めその後に労働者が地場企業で働く場合もあ
れば，地場企業のみでは十分な雇用を提供しえず地場産業の発展と失業の存在との間の選
択が必要となる場合もあって，上の論議は必ずしも正しくない。外国企業が創り出す労働
需要増大が地場企業に問題を提示するかもしれない一方，問題は社会的責任のことがらと
　　　　　　　　　　　8）
は考えられえないのである。
　　一資本基盤の浸食一
　多国籍企業は，その創業資金および運転資本を政府からの借入や地場の資本市場からの
導入によってできるかぎりまかなうのであり，その優れた信用的地位と政府の意向とは，
地場企業に不可欠なかねを他に向けてしまという議論が，なされうる。
　たしかに，ときには多国籍企業の存在が資本コストの引き上げをもたらしたり，公共投
資への政府支出を少くせしめたりもするかもしれない。しかしながら，多国籍企業は他方
では，さもなくば効率的に用いられることのより少い資本にはけロを提供する。結局，こ
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の問題に関しては多国籍企業の側の自発的行動の余地は最：少であり，会社政策は金融市場
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9）
での通常の競争関係に適合するものであるべきである。
　　（2）選択的自発主義
　企業が非反応的であるような，もしくは企業行動抑制への責任が明白に政府にあるよう
な多くの領域で，服従指向的行動は適切であるかもしれない。他方，企業の側の自発的行
動を要求する多くのコンフリクト源が存在する。しかしながら，個々の企業にとり，社会
的に責任ある行為が企業を国有化もしくは没収から保護するという証拠は殆んどない。
　　一労働の搾取一
　多国籍企業は，とりわり輸出生産のために，本国でのそれよりも低い賃率で労働者を雇
うという非難，および，外国所有企業は標準以下の賃金と不適切な労働条件とを提供する
という非難がなされる。
　前者についていうならば，多国籍企業が労務費の国家間差異を利用する状況が存在する
ことは否定しえないが，しかしながら，そのような状況は国際的な専門化と分業のすべて
に生ずることであり，地場の労働者，進出国，企業，その顧客といったすべてのものが利
益を得る（企業の本国における労働者には影響があるとしても，それさえも，考えられる
ほどではないようにみえる）。後者の非難についていえば，そのような事態は滅多に生じ
ていない。
　労働関係は，社会的に無責任であるという非難を受けやすいとともに外部的規制がしば
しば明確な形で存在していないような領域であって，ここから会社の自発主義が有意義で
　10）
ある。
　　一外国人経営者一
　多国籍企業の関連企業の経営層は外人によって占められており，ここから，現地従業員
の昇進機会と現地人の企業者階級の発展とが妨げられるとともに，現地経済に重大な関係
をもつような経営決定が現地の要求に無感覚な外人の手中に置かれるという論議が，とき
どきなされる。
　しかしながら，今日の多国籍企業は人件費の低減，現地人スタッフへの刺激の提供，お
よび俸給較差等に関しての現地における緊張の可能性の低減を求めて，外人経営者を必要
最少限に止めんと努めている。とはいえ，かかる現象は比較的新しく，また，現地採用の
経営者が親企業のトップとなる機会は僅かなようであり，進出国の国民に経営者への機会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11）
を増大せしめることが多国籍企業にとり望ましい。
　　一環三保護一
　社会的責任の他の領域は自然環境に関連する。諸国家の汚染制御政策は厳しいそれから
無規制にまで多様にわたるが，多国籍企業は最少限，地場の規制に厳格に従わんとし，し
ばしばそれを越えさえする。
　環境に関して誤ちを犯すことは多国籍企業の場合，不釣り合いに非難を受けるのであ
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り，経営者は，しばしば海外では本国における以上に環境問題に用心深くなっており，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12）
“汚染避難所”を海外に求めるという証拠も殆んどない。
　　一消費者保護一一
　広告，包装，製品の品質，信用条項，販売後のサービス，等に関する法と規制は国によ
りまちまちであって，消費者保護の分野での社会的に責任ある行動のための一貫したガイ
ドラインはしばしば漠然としているか，存在しない。また，責任あるマーケティングはか
なりのコストを伴うのであり，されば問題は重大である。
　多国籍企業の活動のこの局面に関しては，批判は多いにしてもその証拠は殆んどみられ
ない。しかしながら，マーケティング実践は固定資産投資の如くには地域経済への企業の
かかわりあいを生ぜせしめず，ここから地域当局による効果的な制裁の可能性が制限され
るかもしれないのである。なお，ひとびとが欲する商品と企業への批判家が企業に提供を
要請するそれとは異りえ，ここから地域の要請に従うことが，マーケティングの領域での
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13）
社会的無責任の非難からの保障とはなりえないのである。
　　一操業の安定性および調整の速さ一
　多国籍企業に利用可能な立地上の選択範囲が企業をば非定着的たらしあているという見
解が存在する。政治的不安定の展開や地域の労務費の上昇，等の場合，企業は単に撤退す
るが，他方，進出国は，企業の活動領域に投下した資源の再移動のコストを負担せねばな
らないのである。
　すなわち，多国籍企業は迅速に適応し生産条件の変化を効率的に利用するが，進出国お
よび他と置き換えられた生産要素は主要な調整費用を負担せねばならないのであって，そ
のことは，進出国に開発の利益をのみならず不安定さのリスクを考慮して，それが誘致せ
んとする直接的外国投資についてのポートフォリオを考えることをますます必要ならしめ
ている。
　多国籍企業，その株主，顧客，取引先，消費者，新しい進出国は，企業による移動の受
益者であるが，置き換えられた労働者およびインパクトを受ける地域経済はコストの大部
分を負担することになるのであって，調整コストのより公平な配分が強く要請されうるの
である。多国籍企業は立地と活動における安定を最初から明確に誓うことにより，進出国
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14）
へのその価値を増大せしあうるし摩擦の可能性を減少せしめうるのである。
　　一技術的適応一
　多国籍企業は技術を進出国の条件に，とりわけ労働条件に適合させていないという非難
が，しばしばなされる。多国籍企業が用いる技術は資本集約的であり，名目的な雇用増大
をもたらしているに適ぎないということや，企業は生産に対する労働者の満足を増大させ
るようには技術を地域の条件に適合させていないということが主張される。
　しかしながら，低開発国における海外直接投資の多くは高度に労働集約的である。ま
た，石油化学の如く技術的特質が資本集約的たることを要求する場合もある。更に，より
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少く資本集約的たる技術を用いることは陳腐化と低生産性を意味するかもしれず，そのよ
うな技術の使用は進出国の威信を損うとして抵抗を蒙るのである。なお，殆んどの国は最
新かっ最良の製品を多国籍企業に要求するが，かかる製品は技術の具体化したものであ
15）
る。，
　　一外国所有一
　多国籍企業をめぐる論争の多くが，生産手段の所有に焦点を置いている。多くの国で社
会主義の党派や民族主義者が，外国による所有に敵意を抱いており，外国所有それ自体が
論争問題となっている。
　多くの場合，外国所有に対する現地政府の嫌悪は，失業の減少や生活水準の向上といっ
た面での多国籍企業のコストとベネフィットを考えると，非合理的であるようにみえる。
いずれにしても，企業は合弁事業，政府参加，等の問題に弾力的な態度をとることを必要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　16）
とするし，経営のスタイルと会社のイメージも重要な役割を演じうるのである。
　（3＞回避指向的行動
　外部からの規制への厳格な服従や普遍的な社会的目的への会社政策の自発的整合によっ
ては軽減されないような，多国籍企業と国家間のコンフリクトの源泉が存在する。それら
部分的には多国籍主義という根本的特質から生じ，企業には問題の源泉の回避，低姿勢の
維持，あるいは問題についての公開的で誠実な論争への参加ということを試みる以外に殆
んど手は存在しない。
　　一文化的腐食一
　多国籍企業をめぐるコンフリクトの源泉の一つは，生活のパターンへのそのインパクト
であって，企業は新製品とものごとの遂行の新しい方法とを国外から導入することで地方
文化の土台を侵食し国際的な画一性を促進すると主張される。近代工業社会は労働時間，
階層的組織，反復的作業，業績指向といった点で，類似の仕事パターンを採用するのみな
らず，消費パターン，レジャー，衣服，言語といった点でも画一化するのであり，また，
都会のスプロール，交通混雑，緊張の増大といったことをも不可避たらしめるのである。
　たしかに，多国籍企業は貿易，旅行熱，マスコミと並んで文化的腐食を加速化する。し
かしながら，文化の変化は経済成長に随伴しており，そのようなトレードオフは国家の開
発計画において考慮されねばならないのであって，多国籍企業は経済と社会のダイナミズ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　17）
ムと結びつき文化の変化と結びつくのである。
　　一経済政策の腐食一
　多国籍企業は，国家の経済政策の効果を損ねうるという見解がある。すなわち，贈賄に
よって価格や生産等に関するミクロ経済的統制を損いうるし，また，例えば，国外から資
金を導入し国内の信用規制を回避しうることで，物価水準，失業等についての政府のマク
ロ経済的政策の効果を損いうる（エスケープ仮説）とされる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18）
　しかしながら，これらの非難については，明白な事実証拠はみられないのである。
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　　　　研究と開発一
　多国籍企業はその研究，開発活動を本社もしくは主要な研究センターで行ない，かくて，
進出国に対して，その技術発展の阻害，研究分野指向の大学卒業生の就職機会の制限，研
究者の国外移住の強要，外国技術への外貨支払による国際収支への負担，および技術的依
存の制度化をもたらすと主張される。
　事実，多国籍企業はその国外部門ではさほど基礎研究は行なわない。基礎的な研究開発
に関しては，大学や研究機関等の間でのアイデア交換がみられる先進的技術環境を必要と
するし，集中による規模の利益が存在するのである。他方，製品と工程を地域の条件に適
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　19）
合させることを目指す応用研究に関しては，現地でもしばしばなされるのである。
　　一経営決定の国外二一
　多国籍会社の活動に固有なコンフリクトの源泉の一つは，その基本的な決定が国外で行
なわれるという事実である。工場の閉鎖，産出の増減，工場立地の変更，輸出向け生産，
等に関するそのような決定は，進出国政府の関心事である。
　経営者の目的と優先順位が進出国のそれらと必ずしも一致しないこと，また，主脳陣の
決定には地域の要求への感受性の面でずれがあるかもしれないことは，明らかである。幾
つかの多国籍企業は，本社と子会社間のコミュニケーションの改善，反応時間の減少，お
よび部門の自治の増大によって現地の条件への経営者の感受性を促進せんとしているが，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20）
会社の目的と国家のそれとの間のコンフリクトの可能性は残る。
　　一政治の国外性およびそれへのかかわり合い一
　多国籍企業を通じてその本国は進出国の主権の侵害を行なっており，本国は多国籍企業
のあと押しを行なっているという非難が存在する。
　すなわち，多国籍企業は，進出国にあってはその普遍的な国内的ならびに対外的な政策
に従うことを期待されるとともに，本国政府やマス・コミからは，本国での普遍的な基準
や，より高い道徳的価値に従って行動するようにという圧力下に置かれる。そして，進出
国の政策が本国の軍事的もしくは政治的利益にとり有害であるというような状況が，存在
しうる。かかる国際的紛争の状況は，社会的無責任を最小化するための適応的行動がコン
フリクトの源泉となるがために，解決不能な問題を多国籍企業に提示するとともに，極端
な場合，企業はその本国政府の手先と考えられるかもしれないのである。
　しかしながら，本国政府による内政干渉をもたらすような行動を多国籍企業がとること
は，どの国も許さないし，そのような行動は企業の利益を損ねることになる。そして，本
国政府も内政干渉の非難を避けるため，多国籍企業への援助に関しては制限を合い言葉と
　　　　　　　21）
するに到っている。
　以上，ウォルターは（1）～（3）の範疇に分けて多国籍企業が直面しつつある社会的責任問題
を論じている。かれは，責任問題について，企業がそれに対してとるべき行動パターンの観
点から三種に分類しつつ説明を行なうのであり，責任問題の事実性のいかんについても解
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釈を行なっている。かれの所説はどちらかといえば多国籍企業の現状の妥当性を肯定する
ものであり，この点についてはかれとは別の見解も存在しうるであろう。それはともかく
として，かれの説明は多国籍企業をめぐる社会的責任問題の把握を容易ならしあるのであ
る。
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5　責任への対応
　（1）責任の特質
　多国籍化に伴って企業が直面するところの社会的責任の一覧は，ウォルターの説明のう
ちにかなりに網羅的に示されている。これらの責任は，企業の活動が主として国内的次元
に限定されているときにはそのような責任がみられないという意味では，多国籍企業に固
有の責任である。しかしながら，それらは非多国籍企業をめぐる社会的責任と基本的には
同種のものであるといえよう。
　すなわち，ウォルターの挙げていた社会的責任問題のうち，企業誘致条件の問題，競争
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の排除，労働と資本の基盤の浸食，労働の搾取，外国人経営者，環境保護，操業の安定
性，技術的適応，国外所有，文化的腐食，経済政策の腐食，経営決定の国外性，政治への
関与，等は，非多国籍企業がその地域社会関係において直面するところの責任問題と本質
的には同一のものであるとみてよい。非多国籍企業が地域社会においてもつ事業所は，地
域社会の経済，政治，文化，社会の諸領域にさまざまな形で影響を及ぼし，そこから，そ
れは多国籍企業がその進出先との間で直面するものと類似する責任問題に直面するのであ
る。租税の回避といったことがらについても，同様のことをいうことができよう。更に，
国際金融市場の不安定性といった責任問題は，その製品の輸出あるいは原材料の輸入が国
際収支に影響しうるような非多国籍企業における責任問題と共通する。消費者保護に関す
る多国籍企業の責任は，非多国籍企業の対消費者責任と本質的には同じものである。
　むろん，例えば対従業員責任ひとつをとりあげても，多国籍企業がその進出先で直面す
る対従業員責任問題は，本国でそれが直面する対従業員責任問題とは異なるであろう。経
営環境の社会的，風土的相違は，同一範疇の責任問題についても，多国籍企業のそれと非
多国籍企業のそれとの間に相違をもたらしうるのである。しかしながら，そのような相違
は，非多国籍企業が責任問題を処理するに際して用いるところの原則とは全く異なる原則
を多国籍企業がその責任問題の処理に際して用いることを必要たらしめるほどには，大き
くないであろう。のみならず，多国籍企業の展開および世界の工業化を要因としての，世
界の国々の社会的，文化的な同質化傾向は，多国籍企業をめぐる責任問題における特殊性
を減少せしめる傾向にあるのである。
　現代の大企業は多国籍化の方向にあり，その経営環境は世界的拡がりを示しつつある。
企業が対応を必要とする環境主体ないし利害関係者集団は，世界的な規模において存在し
ており，国を越えて相互に連係する傾向にある。多国籍化によって企業は，それが主とし
て非多国籍的であったような状況において直面してきたところの責任問題を，世界的視野
において処理せねばならなくなっているといえよう。
　　（2）コミュニケーションの改善の必要性
　さて，多国籍企業の行動をめぐり種々の社会的批判がみられることは，改めて指摘する
までもない。これらの批判のあるものは正当であるかもしれず，批判の幾つかは企業行動
に対する全くの誤解に起因するものであるかもしれない。いずれにしても企業は，その行
動に対する外部批判への適切な配慮を必要とするに到っているのであるが，この場合，ま
ず問題となるのは，なんらかの批判がどこまで妥当であるのか，また，企業による社会的
責任の履行がどの程度まで必要であるかということを明らかにすることである。
　この点については，基本的には，企業はその権力ないし影響力が及ぶ範囲において社会
的に責任があるという原則が妥当するであろう。もし企業がこの原則に反して，ある問題
領域で権力をもつにもかかわらず，そのような問題領域での責任の引き受けを肯んじない
ならば，企業はそのような領域での権力を失うに到り，その自律性の基盤の一端を損うで
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あろう。されば，企業批判が生じている問題について企業が実際に社会への影響を有して
いるならば，企業は影響の存在する程度において責任を負わねばならないのである。
　多国籍企業による社会的責任の受け入れが社会的に要請されている問題領域としてウォ
ルターは前述のように種々のものを挙げていたが，ウォルターにあっては，問題領域の幾
つかに関しては企業責任は存在せずそこでは企業は服従指向的行動および回避指向的行動
の形で自己への社会的批判に対処すれば可であるとされていた。しかしながら，権力と責
任に関する前述の原則に照らすならば，ウォルターのいう回避指向的行動の領域はともか
く服従指向的行動が妥当するような問題領：域は，しばしば極く僅かしか存在しないかもし
れないのである。多くの問題領域がかれのいう選択的自発主義の対象として，つまり企業
による責任の自発的受け入れの対象として存在することになるであろう。
　むろん，責任の受け入れに際しては限界も存在せねばならない。企業権力が少ない領域
では，それに照応して企業責任の程度も小である。また，企業の社会的影響の程度は，影
響の社会的なマイナス面（例えば，伝統的な文化の腐食）と影響の社会的なプラス面（例
えば，経済発展への貢献）とを評量することによって把握されねばならず，影響のマイナ
ス面のみが責任の受け入れの必要性の程度を決定するものである必要はないのである。し
かるに，多国籍企業をあぐる批判はときには責任におけるこのような限界を無視した形で
提起されることがありうるのであり，されば企業は，批判に対応し責任を果していくため
にはまず，自己の存在と行動の社会的影響の程度を適切に把握することだけではなく，そ
の結果を社会に対して明らかにすることを必要とするであろう。すなわち，社会との間に
より良きコミュニケーションをもっことを必要とするであろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1）
　多国籍企業が批判に対してとるべき対策としてジャコビイは，つぎのものを挙げる。
　企業が負担するリスクとコスト，およびそれがもたらす国民経済的利益を進出国によく
知らせる。
　企業と進出国の利害が一致することを明らかにする。
　現地の慣行の遵守。
　子会社の経営者への出来る限りの権限委譲。
　進出国でのできる限りの研究開発活動。
　子会社の従業員の現地化。
　現地従業員による持株の促進と現地での証券上場。
　現地資本との合弁への理解。
　このようにジャコビイは，企業による対応策のはじめに，社会とのコミュニケーション
の必要性を説くのである。
　ウォルターもまた，多国籍企業の社会的責任に関連して，企業によるその活動の公示と
自己主張との必要性をつぎのように説いている。
　すなわち，甚だ必要とされていることは，会社の活動と政策のより広範にして明白な開
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示である。明確な証拠がみられないことが，多国籍企業をめぐる混乱と誤解の主要な源泉
である。企業は価格，財務，生産，税，人員配置，等に関する情報に関して所有権の背後
に隠れることを，これまでは許されてきた。しかし，もし企業が自分で始めようとしない
ならば，外部から開示への要請が課されることは確かである。
　更に，多国籍企業が自身の弁護をより効果的かつ客観的に行なうことも重要である。企
業は，外的圧力に単に反応することを止め，社会的便益とコストの見地から自己を説明せ
ねばならない。ひとびとは多国籍企業の権力とインパクトを心配しており，されば，歪み
のない企業イメージを生むたあには，従来のような政治的ロビイ活動でなく，適切な情報
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2）
に基づく，問題についての卒直にして継続的な対話が必要である。
　かくの如きジャコビイやウォルターの主張からも知られるように，多国籍企業はその社
会的責任問題に対処するに際しては，なによりもまず，社会との間の良好なコミュニケー
ションの確立を，とりわけ，企業行動の実態とその社会的影響についての企業自身の側か
らする十分な情報提供を必要とするのである。
注1）：N．H．　Jacoby，　oP．　cit．，PP．l19～20．
　2）　J．Backman，　oP，　cit．，PP．184～5．
